
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [79,224円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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人口1,000人当たり職員数 [4.09人]

類似団体内順位

[ 1/153 ]

全国市町村平均

7.82
長崎県市町村平均

8.30

(人)

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

20.03

4.09

7.02

4.09

公債費負担の健全度
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [281,364円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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長与町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
・　財政力指数　類似団体平均にわずかに及ばないものの昨年度より０．０１ポイント上昇しており、指数上昇のトレンドを維
持している。歳入の確保に対しては、徴収担当部署の独立化や徴収担当専門員を配置するなどの町税徴収の強化に取り組
んでいることもあり、徴収率が０．３ポイント向上している。今後も引き続き適正な課税、滞納額の圧縮に努め、歳入の確保を
目指す。
・　経常収支比率　（分母要因）税源移譲に伴う町税の増収や普通交付税の増額があったものの、減税補てん債及び臨時財
政対策債の減額がその増加分を上回ったため、経常一般財源等の額が減少し、経常収支比率を悪化させる結果となった。
（分子要因）人件費、物件費等は「集中改革プラン」に基づく事務事業評価実施による経費縮減対策により減少しているもの
の、扶助費の増加及び公債費の増加がその減少分を上回ったため、経常的経費が増加し、経常収支比率を悪化させる結
果となった。（総論）昨年度より１．４ポイントの悪化となっているが、類似団体平均値も同値の悪化となっていることから、傾
向としては他団体と類似した動向となったと思われる。扶助費の上昇基調がある中で経常的経費の縮減は厳しい状況にあ
るが、集中改革プランに基づく歳入確保及び経費縮減に引き続き努める。
・　人口1人当たり人件費・物件費等決算額　人件費、物件費等は「集中改革プラン」に基づく事務事業評価実施による経費
縮減対策により減少し、昨年度よりも改善されている。　（△８５３円、△１．０７％）今後も引き続き適正な定員管理及び経費
管理を推進する。

・　人口1人当たり地方債現在高　起債償還額の増加により昨年度よりも改善されている。（△４，７６１円、△１．６６％）今後も
引き続き適正な事業計画と起債管理を行い、財政硬直化の防止に努める。
・　実質公債費比率　交付税措置額において、地域総合整備事業債分の算入がなくなったことによる上昇要因（１．１ポイント）
があったものの、算定方法の変更に伴う都市計画税の充当による地方債の元利償還金充当一財・準元利償還金の減少が大
きく作用し、前年と比較して２．９ポイント改善した。今後も引き続き適正な事業計画と起債管理を行い、財政硬直化の防止に
努める。
・　人口1,000人当たり職員数　　昨年度同様４．０９人で類似団体中最小であり、全国平均の約半数という状況である。引き続
き適正な定員管理に努める。
・　ラスパイレス指数　本指数は職員数が少ない場合あるいは職員構成が国と乖離している場合は偶発的な要因で指数が大
きく変動する特性を持っているが、本町は上述の２つの要因いずれにも合致しており、給与水準に変化がなくても算定区分の
構成が変化しただけで指数が大きく変動する傾向にある。本年は昨年度と同値で類似団体の中で高い部類に属している結果
となってはいるが、算定区分の構成の変化に伴い今後減少する可能性もある。


